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検証結果概要書 

 

一般財団法人 日本エネルギー経済研究所 

（グリーンエネルギー認証センター） 

 

１．グリーンエネルギーCO2削減計画の概要 

グリーンエネルギーCO2 削

減計画名 

太陽熱（太陽熱利用セントラルシステム（給湯、暖房））を利用

した熱生成による CO2排出削減 

グリーンエネルギーCO2 削

減計画申請者名 
日本自然エネルギー株式会社 

事業実施場所 埼玉県越谷市レイクタウン 8丁目 1番地 

事業の概要 D’グラフォート レイクタウン 太陽熱利用システム 

（太陽熱ハイブリッド式 住棟セントラル給湯・暖房システム） 

グリーンエネルギーCO2 削

減相当量の計画 

「グリーンエネルギーCO2削減相当量配分計画」によると、 

計画段階では保有予定者名は未定 

事業期間 計画認定日～ （新規申請） 

方法論 QST = QBL－(EPS ×9.484[MJ HHV /kWh]*)  

EMST = QST ×(CEFfuel,BL÷εBL) 

 

２．検証結果 

○初回グリーンエネルギーCO2削減計画申請。 

○本電力事業はこれまでエナジーグリーン株式会社がグリーン熱設備の認定を取得していたが、平成 27

年 7 月 10 日をもって日本自然エネルギー株式会社へ名義変更することとなり、平成 27 年度第 1 回運

営委員会（平成 27年 7月 9日開催）において承認された。 

○本事業のグリーン熱発電設備認定日は、平成 22年 7月 7日、認定番号H10S001 

○過去のグリーン熱量認証実績は、計 9回（H28.10現在）。特段問題なく承認。 

○本事業のグリーン熱発電設備は、エナジーグリーン株式会社が平成 26 年 3 月 19 日にグリーンエネル

ギーCO2 削減計画の認定を取得していたが（認定番号 13-PC-001）、平成 27 年 3 月 31 日をもってグ

リーン熱証書事業を廃業することに伴い、計画認定変更申請（認定の廃止）を行い、第 13回グリーン

エネルギーCO2削減相当量認証委員会にて承認された。 

なお、CO2削減計画認定後、CO2削減相当量認証申請の実績なし。 

○このたび、グリーン熱設備認定申請時の審査資料を確認し、今回提出されている「グリーン熱要件チェ

ックリスト」にグリーン熱発電設備認定時の審査内容が反映されていることを確認。 

 

上記ならびに以下に示す実施した検証手続の概要のとおり、本申請に基づく、グリーンエネルギー

CO2削減計画がグリーンエネルギーCO2削減相当量認証制度運営規則に定める要件および方法論に適

合しているものと判断できる。 



 

 

３．実施した検証手続の概要 

事業が日本国内で実施され

ること 

事業リスト（様式 1-2別紙１）に記載の発電所所在地、およびグリーン熱設

備認定申請書により国内実施を確認。 

方法論で定める要件を満た

すグリーンエネルギーで構

成されていること 

「グリーンエネルギーCO2削減相当量算定方法論」のグリーン熱の要件なら

びに「グリーン熱種別方法論（H001-2太陽熱）」の適用条件全てを満たすこ

とを「グリーン熱要件チェックリスト（様式 1-2 別紙 2）」の適合説明によ

り確認。 

方法論に基づいて実施され

ること 

「グリーンエネルギーCO2 削減等計画書（様式 1-2）」に記載されている「グ

リーンエネルギー運営・管理計画」の２．２のモニタリング方法の記載内容

が方法論に基づいていることを「グリーン熱種別方法論（（H001-2太陽熱）」

にて確認。また、「モニタリング方法による提出書類」（添付 3）により、モ

ニタリング方法とその提出資料が妥当かを確認。 

※本件はデフォルト値を使用。 

※QBLの算定は、①太陽熱量－②貯湯タンク蓄熱ロスにより行う。 

①太陽熱量：給湯用積算熱量計(CM1)と暖房用積算熱量計(CM2) 

の計器写真より確認。開始時と終了時の差分値を合算。 

②貯湯タンク蓄熱ロス：Ⅰ.対象期間日数×Ⅱ.1日あたりの蓄熱ロス 

Ⅱ．1日あたりの蓄熱ロス： 

Ａ.貯湯タンク熱貫流率×Ｂ.貯湯タンク表面積×Ｃ.温度差×Ｄ.放熱時間 

×Ｅ.補正係数により求める。 

Ａ.貯湯タンク熱貫流率：3箇所（T2a,T2b,T9）の内、貯湯タンク内部平均温度の 

温度が一番高い箇所（今回は T2a ）と機械室温度平均（T2）の平均（中間）

値を JIS A 9501算定式にあてはめて算出。 

Ｂ.貯湯タンク表面積：114㎡（設備認定時確認） 

Ｃ.温度差：貯湯タンク内部平均温度の温度が一番高い箇所（今回は T2a） 

と機械室温度平均（T2）の温度差。 

 Ｄ.放熱時間：24hr / 日【追加要件 別紙 1に基づく】 

 Ｅ.補正係数：2.0【追加要件 別紙 1に基づく】 

計画に掲げられた全てのグ

リーンエネルギーCO2 削減

事業が、J-クレジット制度

に登録されていないこと 

「グリーンエネルギーCO2 削減等計画書」（様式 1-2）」1.6により、「Jクレ

ジットへの申請又は登録の有無」が「申請・登録なし」となっていることを

確認。 

また、あわせて「グリーン熱要件チェックリスト（様式 1-2別紙 2）」の 2-3-4

環境価値の帰属により、環境価値が、グリーン熱の購入者たる顧客に帰属す

ることを、契約上、担保されていることの記載を確認。 



 

グリーンエネルギーCO2 削

減計画に基づく事業を実施

する者との合意に基づい

て、適切に運営・管理がな

されるものであること 

「グリーンエネルギーCO2 削減等計画書（様式 1-2）」2.1 グリーンエネル

ギー運営・管理計画、ならびに計量体制（様式 1-2別紙 1添付の 1）により、

グリーンエネルギーCO2 削減計画に基づく事業を実施する者との合意に基

づいて、適切な運営・管理がなされるものと判断できる。 

グリーンエネルギーCO2 削

減計画に基づく事業の適切

かつ円滑な実施のために必

要となる情報を、記録・管

理することとされているこ

と 

「グリーンエネルギーCO2 削減等計画書（様式 1-2）」2.1 グリーンエネル

ギー運営・管理計画により、月次単位でモニタリング実施者にてモニタリン

グデータの計測および算出のための資料を作成し、運営・管理者たる申請者

へ報告されることを確認。 

また、必要となる提出書類もモニタリング方法および提出書類（様式 1-2別

紙 1添付の 2）により明確になっている。 

上記の記録・管理方法及び

体制を示す文書（グリーン

エネルギー運営・管理計画）

が作成されていること 

「グリーンエネルギーCO2 削減等計画書（様式 1-2）」2.1 グリーンエネル

ギー運営・管理計画、ならびに計量体制（様式 1-2別紙 1添付の 1）が、当

該文書であることを確認。 

グリーンエネルギーCO2 削

減計画に基づく事業より生

じるグリーンエネルギー

CO2 削減相当量の配分予定

先を示す文書（グリーンエ

ネルギーCO2 削減相当量配

分計画）が作成されている

こと 

グリーンエネルギーCO2 削減計画に基づく事業より生じるグリーンエネル

ギーCO2削減相当量の配分予定先については、「グリーンエネルギーCO2削

減相当量配分計画（様式 1-2別紙 3）」の記載内容により確認。 

※保有予定者は未定である。 

 

 

（添付資料） 

・３．の各項目の根拠資料 

１）グリーンエネルギーCO2 削減計画認定申請書（様式 1-1）  

２）グリーンエネルギーCO2 削減等計画書（様式 1-2）  

３）事業リスト（様式 1-2別紙１）  

４）グリーン熱要件チェックリスト（様式 1-2別紙 2）  

５）グリーンエネルギーCO2削減相当量配分計画（様式 1-2別紙 3）  

６）計量体制（様式 1-2別紙 1添付の項目 1）  

７）モニタリング方法および提出書類（様式 1-2別紙 1添付の項目 2）  

８）グリーン熱設備認定申請時に提出された申請書 
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